
四国地域コミュニティビジネス推進協議会

設立記念セミナー

「わたしとあなたが暮らすまちで」

○日時 平成２１年２月１１日（水）１４：００～１６：００

○場所 今治国際ホテル２F 真珠の間
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藤目 節夫 氏

国立大学法人愛媛大学法文学部 教授

民間企業等を経て、１９７８年愛媛大学法文学部助教授。

１９８５～１９８６年アメリカ・ワシントン州立大学客員研究

員、１９９４年愛媛大学法文学部教授、１９９９年には「日本

都市学会賞」を受賞。２００４年愛媛大学地域創成研究セ

ンター長、２００６年より現職。

専門分野は交通地理学・地域づくり論。しまなみの

観光調査、松山市の路面電車を活かした町づくりなどを実施。

約１０年前から、広島県川根地区をフィールドに、行政参加のまちづくりについて研究を

行っている。研究分野を「地域コミュニティづくり」に絞り、また、実践活動においては、

松山市のまちづくり基本構想に参画するほか、同市との共同事業として「地域リーダー養

成セミナー」を実施。同セミナーの卒業生は、既に１００名以上におよび、卒業生の中から

実践活動を行う者が生まれてきている。

辻駒 健二 氏

住民自治組織（広島県安芸高田市高宮町）

川根振興協議会会長

１９４４年広島県生まれ。広島市に就職するが、数年後

高宮町にＵターン。まちづくりに興味を持ち始め、１９９２

年に「自らの地域は自らの手で」とした住民自治組織

川根振興協議会の会長となる。川根振興協議会では、

宿泊研修施設「エコミュージアム川根」の運営や一人

ひとりが大切にされ、安心して住める地域づくりのため、一人一日一円募金を行っている。

この募金を財源として７５歳以上の一人暮らしの訪問活動を続け、福祉施設のサテライトデ

イサービスを実施している。

その他にも、ＪＡ高田川根支所の統廃合により、店舗や給油所が廃止されたことに伴い、

振興会として店舗や給油所を譲り受けて運営を行っている。

パネラー
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安井 孝 氏

今治市企画課政策研究室 室長

１９５９年愛媛県今治市生まれ。神戸大学農学部在学中

に有機農業運動に携わる。８３年に今治市役所に入庁し

農水港湾部農林振興課地産地消推進室長として地産地

消運動や旬産旬食、学校給食の充実、食育、有機農業

の振興などに取り組む。現在は企画振興部企画課政策

研究室長として、市民の街づくりグループ「今治シビッ

クプライドセンター」のまとめ役を務めている。

一方、ボランティアで１９９９年１２月に特定非営利活動法人愛媛県有機農業研究会を設立。

２０００年９月に改正ＪＡＳ法による有機農産物の認証を行う登録認定機関として農林水産省

の認可を受け、同法人の理事長、有機認定検査員として有機認証業務を行っている。

大� 博澄 氏

国立大学法人高知大学 監事

１９４５年高知県吾川郡池川町生まれ。高知県庁職員時

代、県民の地域参画、誰かに頼らない活動づくりのた

めデザイナーなどが集まり編集する県の広報誌「とさの

かぜ」を創刊。また、８年間務めた高知県教育長の退任

後には、引き続き不登校等について相談を受けるため、

「たんぽぽ教育研究所」を開設している。さらに、将来

の目標である農業の活性化を通じたコミュニティづくりをテーマに研究活動を行っている。

大南 信也 氏

特定非営利活動法人グリーンバレー 理事長

１９５３年徳島県神山町生まれ。米国スタンフォード大

学院修了。帰郷後、「住民主導のまちづくり」を実践

する中、仲間とともに「国際芸術家村づくり」を決意。

全国初となる道路清掃活動「アドプト・プログラム」

（９８年）や、「神山アーティスト・イン・レジデンス」

（９９年）などのアートプロジェクトを相次いで始動。

現在、芸術をツールに「人」をコンテンツとする創造地域『せかいのかみやま』を標榜

し活動中。２００７年地方自治法施行６０周年記念総務大臣表彰受賞。

パネラー
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徳増 有治
四国経済産業局長

愛媛県出身。１９８１年通商産業省（現経済産業省）入

省。１９８８年に新設された地球環境対策室の初代メン

バーとして、我が国の地球環境問題対策の立ち上げに

携わる。１９９５年、文部省へ出向し、地域学習活動推進

室長として、地域学習や生涯学習の推進、博物館・美

術館等の振興を担当。１９９７年、オーストラリア勤務に

際し、子供達の教育等、日本人コミュニティの活動にも参画。２００５年、生物化学産業課長

として医療分野の技術開発等を推進。大臣官房審議官（産業技術担当）を経て、２００８年７

月より現職。

新たな健康概念「健幸（ＨＰ）３＝Health（身体における健康性），Happiness（心におけ

る健康性），Humanity（人間社会の健康性），Prevention（ケア），Prediction（行動），Participation

（知る）」を提唱するほか、現在は地域（四国）のポテンシャルを活かした、日本社会へ

の発信（社会的ソリューション）を模索中。

コーディネーター
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【司会】

ただいまから、四国地域コミュニティビジネス推進協議会設立記念セミナーを開催致し

ます。はじめに、主催者を代表致しまして、経済産業省四国経済産業局長徳増有治より開

会のご挨拶を申し上げます。

【徳増局長】

四国経済産業局長の徳増でございます。本日はお忙しい中、ご参加いただきまして誠に

ありがとうございます。開催に先立ちまして一言、このセミナーを開催するに至った経緯

をご紹介をさせていただきす。

～四国が日本を変える？～
実は昨日、香川県丸亀市で、「四国が日本を変える？」というテーマでフォーラムを開

催いたしました。

皆さまも実感されているとおり、日本のみならず世界が行き詰まりを感じている中、新

しい方向性、社会全体の育成というものを考えていく必要があります。いわゆるパラダイ

ムが変わるという状況にあるわけです。

そうした中、これまでの経済的価値観の中では、四国地域というのは日本全体の発展の

中で、どちらかというと後ろから付いて行く位置付けになることが多かったわけです。し

かし、社会全体のパラダイムが変わる中で、どういう新しい取り組み、新しい方向性が必

要なんだろうかと考えていくに当たっては、いろんな制約とかがない四国の方が、かえっ

て、新しい方向性を打ち出すことができるのではないだろうかと思い、様々な取り組みを

しておられる方から御意見を伺ったのが昨日のフォーラムでございます。

日本全体が行き詰まっている様々な問題。例えば、少子化や育児の問題であったり、教

育や不登校あるいは家庭内暴力や児童虐待、高齢化に伴う介護医療、農業の振興・食の自

給・安全確保、更には、最近話題になっております環境問題やエネルギー問題。

こういった問題のどれ一つを取りましても、新しい技術や製品が出れば解決するかとい

うと、必ずしもそうではありません。豊富な資金、豊富な人材、大きな企業がいたら問題

が解決するのかというと、必ずしもそうではありません。

豊富な資金や人材、大企業を持っている大都市の方が、かえって問題が大きい。という

ようなところを見ますと、やはり住民自体の意識、そういったコミュニティが解決の鍵を

握るのではないだろうかということを考えるわけです。そして、四国には、まだまだコミュ

ニティというものが残っていたり、あるいは、いろんなところで先進的な取り組みがあっ

５



たりします。

これまでと全く異なる様々な制約がある条件の中で、社会システムやライフスタイルを

構築し、社会に提案をしていく必要がある時代というのは、ひょっとしたら、これから四

国の時代になるんじゃないかと考えているわけです。

その鍵を握るのがコミュニティの力であり、コミュニティの課題を解決するために、コ

ミュニティビジネスが議論されているところです。

そういう中、地域住民の人たちが積極的に行動できるコミュニティビジネスというもの

をどういうふうに推進していけばいいのだろうかという気運が全国的にも高まっています。

全国的な動きというものを踏まえながら、四国地域のコミュニティビジネスをどう進め

るのか、本日は午前中、有識者の方にお集まりいただき、こういう動きをつくり、支援し

ていく協議会というものをつくっていこうではないか、四国地域のコミュニティの取り組

みを進めようということを決議させていただいたところです。

本日は、四国内の様々な地域、あるいは他地域で先進的に取り組んで来られている方々

にお集まりいただき、セミナーを開催させていただくことになりました。皆さまの意見も

いただきながら進めてまいりたいと思います。ぜひ、皆様方におかれましても、このセミ

ナーを契機に、さらに一層、四国の中においてこうした活動を進めていきたいという私の

気持ちを話させていただきまして、ご挨拶とさせていただきます。本日はよろしくお願い

致します。

【司会】

ありがとうございました。それでは、プログラムに従いまして、パネルディスカッショ

ンに入らせていただきます。本日のコーディネーターは徳増局長が務めさせていただきま

す。それでは、徳増局長よろしくお願い致します。

【徳増局長】

それでは進めさせていただきます。まず、本日のパネラーの皆様方をご紹介させていた

だきます。（紹介は省略）

先程ご紹介させていただきました協議会は、本日、パネラーになっていただいておりま

す皆様方で企画委員会を構成するという形で議論をスタートさせていただきました。また、

藤目先生には、代表と言うことで立ち上げのお手伝いをいただきます。

それではセミナーに入らせていただきます。本日は、会場の皆さまからもいろいろ御意

見をいただきながら進めさせていただこうと思います。四国の人はとてもシャイだという
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ことを事務局の人から聞いておりますので、一応質問カードを配布させていただいており

ます。パネラーの皆様のプレゼンテーションが終わった段階で回収させていただきますの

で、ご質問などございましたら書いていただきたいと思います。また、質問カードに関わ

らず、どんどんご発言いただきたいとも考えておりますのでよろしくお願いします。

それでは、各パネラーの皆様方から、現在取り組まれている内容についてご紹介をいた

だきます。まず、藤目先生からよろしくお願い致します。

【藤目教授】

では、トップバッターで、四国のシャイの代表としてお話をさせていただきます。

局長からお話がございましたように、昨日、香川県丸亀市でフォーラムがございました。

夜はまた、こちらの今治でいろいろと会がございまして、今日はまた朝から会議がござい

ました。四国経産局というのは人使いが荒いです。

昨日は、先程局長がおっしゃったように、「四国基準」、「四国が日本を変えるか」とい

うことで議論をさせていただきました。このテーマを頂いた時、私自身が前から思ってる

こととぴったり合うなと思いました。

～顔の見える関係の中で、自らの町をマネジメントする～
私は２０数年前から、「四国は一周遅れのトップランナー」だと盛んに申し上げてきまし

た。四国は４つの島の中で、経済的に最も遅れていると、一般にはいわれているわけです。

しかし、パラダイムが変わって、２１世紀になってくると、その一周はもう回らなくても

トップになる可能性があるのではないか。

実際、２０世紀に重要だった「効率」とか「競争」というものから、「共生」とか「相互

扶助」というものに変わってきつつあるわけです。そのとき四国は？ と考えてみると、

効率とかが遅れてるからこそ大事なものが最もよく残っている地域です。従って、私は真

面目に、四国は２１世紀の日本のフロンティアになれるのではないか、と昨日お話しました。

今、全国的に、世界中にと言ってもいいと思いますが、「関係性」というものが無くな

りつつあります。人と人との関係性、自然と自然との関係性、人と自然との関係性。そう

いう関係性がどんどん無くなりつつあるわけです。関係性をいかに再生するかということ

が非常に重要だろうと思っています。

「関係性の再生」、この中にコミュニティという概念、そしてビジネスを入れたコミュ

ニティビジネスという概念が入ってくるのではないかと思っています。
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《スライド１》

私は日頃からまちづくりに関わる調査をしておりますが、コミュニティビジネスという

言葉から、まず最初に個人的にイメージしましたのは、「まちづくり」と「まちづくりごっ

こ」を少し分けた方がいいのではないかということです。もちろん「まちづくりごっこ」

という言葉は、悪い意味でなくプラスの意味です。

「まちづくり」をやることによって地域への愛着とか誇りとかの関係性というものが創

られてきます。それはそれで素晴らしいことですけど、「まちづくりごっこ」をママゴト

と例えますと、ママゴトというのは大変楽しくていいんですけど、それだけでご飯は食べ

られない。そうすると、コミュニティは、地域への愛着や誇りだけではなく、いかに経済

やビジネスというものを入れるかという位置づけで、コミュニティビジネスというのを考

えたらいいのではないかと思いました。

《スライド２》

それで、コミュニティビジネスとは何かということを自分なりに考えてみましたが、ま

ず、何といってもはずせないのは、「まちづくりのための手段」であるということです。

コミュニティビジネスそのものが目的ではなく、まちづくりのための一つの手段としてコ

ミュニティビジネスがある。

では、まちづくりとは何か。一言で言うと、やはり「生活の質の向上」だろうと思いま

す。

従って、コミュニティビジネスという時、私は、ビジネスよりもコミュニティの方に軸

足を置いたコミュニティビジネスというものをどのように構築できるか、ということが重

要だろうと考えております。

そして、当然のことながら、「地域住民主体の地域密着のビジネス」ということになら

ないといけないのではないかと思います。コミュニティということに力点を置くならば、

顔の見える関係というものがあり、その「顔の見える関係の中で、自らの町をマネジメン

トする」という考え方が必要なのではないかと思います。

また、利潤追求というよりも、適正な規模とか適正な利潤ということがコミュニティビ

ジネスに求められるのではないかと考えました。
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《スライド１》

《スライド２》
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《スライド３》

コミュニティビジネスに期待される効果というのは、少し述べましたけど、一つは人間

性、関係性の回復ということがあろうかと思います。また、地域の課題を解決するとき、

ボランティアの活動だけではなく、そこにビジネスの考え方を入れてどう地域の課題を解

決していくかということがあろうと思います。それから、経済的な基盤の確立、生活文化

の継承と創造、相互扶助の仕組みというのを再構築することです。

そして、最後は、「半商品」の世界の復活だというふうに思っています。

「半商品」という言葉は、社会経済学者の渡植さんが提唱されて、哲学者の内山節さん

が広めました。かつての日本における商品というのは、確かに市場で売買されるわけです

から商品なんですが、作り手とそれを利用する側との間に、ある種のつながりがあったと

いうことです。製品をつくる人は、買い手をイメージしながら商品をつくっていくという

ような関係性があったわけです。しかし、市場経済の世界になって半商品の世界が消えて

しまったという感じがしているわけです。

今、この市場経済を完全に否定するなんてことはとてもできないですけど、市場経済の

中に、少しでも多く、この半商品の世界というのを取り込んでいく。それが私は非常に重

要だと思っています。

半商品の事例の一つが農産物直売所です。この場合、農産物を作る農業者とそれを買う

消費者の間にある種の関係性がありますので半商品の世界です。この半商品の世界をどう

復活するかということ。それが私は非常に重要なことではないかと思っています。

～コミュニティ側の課題、行政側の課題～
《スライド４》

コミュニティビジネスが成立するために何が必須の条件か。コミュニティの側の課題と

行政の側の課題とがあると思います。

コミュニティ側の課題としては、「自立」、「住民自身のまちづくり」というものをいか

につくっていくかということだろうと思います。

一方、行政側の課題としては、「自治体内の分権」をどうするのかということではない

でしょうか。今、「自治体までの分権」がよく議論になっていますが、「自治体内の分権」

をどうするのか重要になります。コミュニティが自立するときにどう行政が支援できるの

か、あるいは、コミュニティビジネスに行政がどのような形で業務委託を出すことができ

るのか、ということが行政側の課題ではないかと思います。
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《スライド３》

《スライド４》
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《スライド５》

地方分権における住民自身の位置づけを見ますと、平成の大合併があって、地方分権一

括法があって、地方自治体には団体自治権が付与されたわけです。しかしそれは、大きな

単位の自治が担保されたということです。

自治体内分権、すなわち地域コミュニティに対する分権という視点が必要です。そこに

は小さな単位の自治というものがあり、そして、「小さい単位でできることは小さい単位

が責任と権限を持ってやる」という「補完性の原理」があって地方分権が確立するんだと

いう仕組みがなくてはいけないと思います。

～内子町道の駅「フレッシュパークからり」の事例～
《スライド６》

それでは、コミュニティビジネスの事例として、数年間調査しました内子町の道の駅「フ

レッシュパークからり」を報告させていただきます。

農産物直売所の場合、行政が一方的に農産物直売所を作り、農家の人に、はい出荷して

下さい、というのが多くの直売所のパターンですが、内子町の場合はそうでない。

《スライド７》

内子町のまちづくりの特色は、今回のテーマでいいますと、まず行政と住民の協働によ

るまちづくりがあり、その上に「からり」があるということです。

《スライド８》

内子町には２種類のまちづくり計画があります。「総合計画」は町全体の計画ですが、

もう一つが「地域づくり計画」。これは、「地域住民が、自分たちで地域を調査し、自分た

ちの地域の計画をつくっている計画」です。従って、完全ではないんですけど、日本の平

均からすれば、「小さい単位から大きい単位へのまちづくり」としてかなり動いている地

域だろうと思います。

《スライド９》

「ともにつくるエコロジータウンうちこ」をキャッチフレーズにしています。「ともに

つくる」というのは、行政と住民がともに、まあこれはよくある話です、住民同士がとも

に、これもよくありますが、町外の人と共にという３つの「ともに」というキャッチフレー

ズでまちづくりを進めております。

《スライド１０》

スライドは、先ほど話しました地域づくり計画書です。５００ページあります。１６の自治

会です。

１２
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《スライド９》 《スライド１０》
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《スライド１１》

これが農産物直売所「からり」です。

《スライド１２》

「からり」設立の経緯をご紹介します。

いきなり農産物直売所をつくったわけではありません。昭和６１年、今から２０年以上前、

内子町では「知的農村塾」というのをつくっているんです。これからの農に何が求められ

るのか、それをまず、農業者自身が、住民自身が学習しようと始まった人材育成で、今日

までずっと続いています。

平成４年になると内子フルーツパーク構想というのを作りまして、これを住民に知らせ

るのに、なんと５０回も地域住民に説明会を行ってます。そしてまた、いきなり農産物直売

所をつくるのではなく、パイロットとして「内の子市場」をつくりました。これも、行政

は２５０万円お金を出しただけで、地域の住民に施設をつくってもらい、農家だけで農産物

直売所が運営できるかどうかということをチェックしました。２年間やり、やれるという

ことで平成８年に「内子フレッシュパークからり」がスタートしました。

基本構想は、農業にサービス業の視点を加えるとかありますが、最後の３番目に情報化

を図るというのでＰＯＳシステムを入れています。全国的に最も早いうちの一つだと思い

ます。

《スライド１３》

取り組みの特徴は、住民参加。計画段階から住民を入れていったということです。

そして、農家中心の運営。農家が主役になって運営するんだということを大前提にして

いて、先ほどの知的農村塾も担い手育成としてやっています。

《スライド１４》

スライドは、最初のパイロット施設、２５０万円で住民が作った内の子市場です。

《スライド１５》

株主構成を見ると特色がわかります。多くの直売所は、行政や商工会や農協とかがほと

んどの株を持っていますが、ここは、農民と住民自身が約半分の株を持っています。この

ような三セクは少ないのではないでしょうか。

黄色とピンクで書いている部分が、住民自体の活動組織です。

《スライド１６》

今日まで２０数年間続いている知的農村塾は、延べ参加者が４，０００人を超えています。

１４
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《スライド１５》 《スライド１６》
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